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「ハラスメントをめぐる法的論点について－ジェンダー法学の視点から」

2018.12.10 弁護士 小島妙子

１ 増加するハラスメント ～ 現在起こっていること

（１） ハラスメント被害の広がりと法的規制の強化 （資料１）

・ 職場で起こる様々なハラスメントについて各種法規制がなされるようになり，セ

クシュアル･ハラスメントについては人事院規則10-10，均等法11条（事業主の措置

義務），マタニティ･ハラスメントについては人事院規則10-15，均等法9条，11条

の2，育介法10条，25条等で規制がなされているが，その他のハラスメント（パワ

ー･ハラスメント）などに関しては労働契約法（3条，5条）や一般法である民法や

刑法等が適用される。

→ パワー･ハラスメントに対する法的規制を強化するため，現在，労政審均等分

科会で審議中。

（２） 様々なハラスメント

① パワー･ハラスメント（以下「パワハラ」という）

・ 厚労省「平成28年度職場のパワーハラスメントに関する実態調査」

過去3年間にパワハラを受けたことがある－32.5％

・ 拡大する被害，パワハラによる精神障害の労災認定件数の増加。 （資料２）

② セクシュアル･ハラスメント（以下「セクハラ」という）

・ 厚労省「妊娠等を理由とする不利益取扱い及びセクシュアル･ハラスメントに

関する実態調査」

・ 厚労省初のセクハラ（マタハラ）調査（2016（H28)年3月）

女性の3割（28.7％）がセクハラ被害 → 性的関係を求められたケースが16.8

％！マタハラ被害は21.4％

・ 上司や同僚からのセクハラに加えて，営業職や店舗などのサービス部門を中心

に，取引先や顧客からのセクハラが顕在化

→ 「社外セクハラ」の顕在化 (cf. 上司に被害を訴えても，取引先との取引

中断を恐れたり，顧客への評判を「忖度」し，被害をまともに取り上げて

くれない）(cf. 2018年4月，テレビ朝日女性記者へのセクハラ問題）。

→ 事業主の措置義務の内容を明確化するため，労政審均等分科会では「自

社の社員に対し社外でもセクハラをさせない」「社外の者からセクハラを

受けた際の対応」を指針で示す方針。

③ マタニティ･ハラスメント（以下「マタハラ」という）

女性上司から「堕ろすのは簡単！ 10数えれば終わる」と言われるなど。

→ 大企業でも発生。妊娠すると女性の6割が退職。→ 2017年1月施行の法改正
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（３）内部告発者の保護

セクハラに対し法的対処が整備されつつある中で，セクハラ被害が絶えない理由と

して，セクハラの訴えに対する一部の人々の無知･無理解がある。記者に対するセク

ハラ事件でも，週刊誌に録音データを渡した女性記者へのバッシングがあった。

労働者が自ら属している企業の違法行為や就労に際しての他者から加えられる非違

行為（セクハラが該当することは明らか）を告発すること（＝内部告発）は，正当な

行為である。わが国でも公益通報者保護法により内部告発は保護されている。

公益通報者保護法は，通報事実を罰則の対象となる非違行為に限定している。そこ

で，ハラスメントのうち強制わいせつ罪など犯罪行為のみが通報対象事実となる。し

かし，内部通報窓口を設置している企業の多くは，公益通報者保護法に定める通報対

象事実より広い範囲の事実を内部通報の対象としている。

「平成28年度民間事業者における内部通報制度の実態調査報告書」（消費者庁）で

は，通報窓口に寄せられた通報内容の55％がパワハラ，セクハラなどの「職場環境を

害する行為」

ハラスメントを未然に防止するためにも内部通報制度の果たす役割が大きく，これ

を実効性のあるものとする工夫が必要である。「民間事業者向けのガイドライン」な

ども参照しつつ，具体的には通報者の匿名性が守られ，通報を理由とする不利益取り

扱いから保護されるよう，企業始め組織全体での取り組みが求められる。

公益通報者保護法が通報対象事実を罰則の対象とされている行為に限定している点

は抜本的に改められるべきである。

→ 被害者が被害申告しやすい法システムを構築するべき。

cf. アメリカ「♯ Me Too」運動 （資料３）

→ セクハラ被害の公表や訴訟を可能にするため，雇用仲裁の同意強制を撤廃

する連邦法案の提出

（４）女性活躍推進法（2016(H28)年4月全面施行）

ダイバーシティの推進のためには女性の尊厳が協調されるべきである。

２ セクハラとは何か。

（１）ハラスメントの意味

職場，学校，家庭など「身近」な「場」→ 「同一集団内」で上司，教師，親など

「力関係で優位にある者」が自らの地位を利用･濫用して，精神的･身体的苦痛を加え

る行為であり，社会規範からの逸脱行為である。
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（２）ハラスメントの特徴

① 態様 ～「人権」侵害

ハラスメント行為の共通の特徴は，他者を「侮辱」し，人間の「尊厳」を傷つけ

ることである。ハラスメントが社会に問いかけていることは，「他者を侮辱する

な！」「他者を自らの欲望，野望の『道具』にするな！」ということである（cf.

カント「人間を目的として扱え，手段として扱うな」（定言命題））。

→ ハラスメントは「人権」侵害行為。

② 発生原因 ～「支配」関係

職場や学校などの「場」(＝「同一集団」内)における上司･部下間の指揮命令関

係，教員と学生などの間の指導･被指導関係などの「支配」に注目する必要がある。

「支配」とは一般に，個人や集団が，自らの影響力を行使して他の個人や集団を自

己の意思･命令･行動に服従させることを意味しているが，職場や学校がこのような

「支配」が最も貫徹されやすい「場」であることは周知のとおりである（ex. 人事

権／人事考課／成績評価／合否判定など）。

職場，学校という「場」を経営･管理する者は，従業員や学生(生徒)に対し，職

場環境配慮義務，教育研究環境配慮義務を負う。（資料４） → 使用者･大学の責任

③ ハラスメント発生の「場面」 （資料５）

ハラスメントは，様々な力関係が存在する「場」で発生するが，この「場」は同

時に人間「関係」に関わっている。

パワハラ，セクハラなどのハラスメントは，職場における「力関係」を背景とし

た不当な言動により，正常な人間関係が崩壊する過程で発生する，いわば社会的に

見ると「病理現象」であり，典型的には ○ⅰ「関係形成途上」タイプ（ex. 新規採

用，配転，新入学）と○ⅱ「関係良好破綻」（関係良好→不和）タイプがある。

○ⅱについて「良好または親密」であった期間にも留意する必要がある。

④ ハラスメントのプロセス－敵対的環境へと変化 （資料６）

職場内におけるいじめ･パワハラのプロセスは，一般的には従業員間のささいな

意見の衝突などで始まり，やがて周囲の同僚たちを巻き込んで種々の嫌がらせ行為

へと発展し，職場が被害者にとって「敵対的環境」へと転化していくことになる。

加害者個人を追求するだけでは問題は解決しない。職場の組織のあり方自体が問

われている。
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３ ハラスメント概念･定義

近年の傾向…ハラスメント概念･定義･構成要素の明確化 →「社会的」概念から「法

的」概念の切り出し →「有用性」の努力

（１）初期（セクハラ）

・ 人事院規則10-10 第2条「一 セクシュアル・ハラスメント 他の者を不快にさ

せる職場における性的な言動及び職員が他の職員を不快にさせる職場外における性

的な言動」「二 セクシュアル・ハラスメントに起因する問題（略）」（平10年11月，

平19年改訂）

・ 均等法第11条「職場において行われる性的言動に起因する問題に関する雇用上の

措置」（指針）対価型，環境型につき，「職場において行われる労働者の意に反す

る性的な言動」（平18年改正，平9年 21条努力義務，但し定義規定なし）

（２）裁判例

・ 東京地判平成21年10月15日労判999号54頁〔医療法人財団健和会事件〕

・ 東京地判平成24年3月9日労判1050号68頁〔ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル事件〕

「パワーハラスメントといわれるものが不法行為を構成するためには，質的に

も量的にも一定の違法性を具体化していることが必要 … 『企業組織もしくは職

務上の指揮命令関係にある上司等が，職務を遂行する過程において，部下に対し

て，職務上の地位･権限を逸脱･濫用し，社会通念に照らし客観的な見地からみて，

通常人が許容し得る範囲を著しく超えるような有形･無形の圧力を加える行為』

をしたと評価される場合に限り，被害者の人格権を侵害するものとして民法709

条所定の不法行為を構成するものと解するのが相当」

（３）行政

① 厚労省「職場のいじめ･嫌がらせ問題に関する円卓会議提言」（平24年3月）

～ パワハラの６類型を提示 （資料７）

② 厚労省「職場のパワーハラスメント防止対策についての検討会報告書」（平30年

3月）

～ ハラスメントの３要素を提示 （資料８）

○ⅰ 優越的な関係に基づいて（優位性を背景に）

○ⅱ 業務の適正な範囲を超えて

○ⅲ 身体的若しくは精神的な苦痛を与えること，又は就業環境を害すること

→ 特に，使用者の業務命令（○ⅱ）と職場環境配慮義務（○ⅲ）との利益調整。

→ ①（円卓会議）で残っていたグレーゾーンを狭める。→ 法的規制（労政審分科会）へ？
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（４）ＩＬＯ，107総会（2018(平30)年6月）条約案（報告書Ⅴ(2)結論案Ｂ定義及び対象）

「(a) 「暴力及びハラスメント」の用語は，物理的，精神的，性的または経済的危

害を生じさせる狙いまたは効果を有する，単発または反復いずれかの，一連の容

認できない行動及び慣行，またはそれによる脅威として理解されるべきであり；

(b) 「ジェンダーに基づく暴力」の用語は，性またはジェンダーを理由に人々に

向けられる，または，特性の性またはジェンダーの人々に偏って影響を及ぼす，

暴力及びハラスメントとして理解されるべきであり，セクシュアル･ハラスメン

トを含む。」

（５）法的概念としての有用性への努力

・ 裁判例：加害者の不法行為，使用者責任(不法行為，債務不履行)，懲戒責任追及

・ 行 政：再発防止 ～ 特にパワハラにおける「適正な指導」と「違法行為」との

区分（セクハラには「適正な指導」はありえず，問題とならない。→ （３）② ○ⅲ

職場環境配慮義務のみが問題となる。）

・ 均等法にはセクハラの定義規定がない。均等法にセクハラの定義規定を設け，包

括的･柔軟な規定とするべき（cf. 人事院規則）。

４ ハラスメントと法的責任

（１）責任内容

① 加害者の法的責任（就業規則違反，不法行為法上の責任，刑事責任）

② 使用者の法的責任（職場環境配慮義務，労契法，均等法，労基法上の責任，不法

行為法上の使用者責任，債務不履行責任）

③ 労災補償 ④ 使用者の経営責任 ⑤加害者のモラル上の責任

（２）責任のレベル （資料９）

（ア） 暴力，強迫，レイプ，強制わいせつ，名誉毀損，つきまとい／ストーカー等の

刑法に該当し，犯罪行為とされるもの

（イ） 暴言や嫌がらせ，しつような叱責，キスの強要，身体接触など違法不当なもの

として，均等法，人事院規則，労基法，育介法，労契法違反や民法上の不法行為

などとされるもの

（ウ） （ア）（イ）とまではいえないものの，人々の社会通念に反するもの

⇓

（ア）（イ）では，①②③
が問題とされる。

（ウ）では，④⑤

第97回女性に対する暴力に関する専門調査会
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・ セクハラ

ex. 海遊館事件（最一小判平成27年2月26日労判1109号5頁）（資料１０）

就業規則に違反する懲戒処分が争われた事案。

５ ハラスメントの違法性判断

（１）ハラスメントの判断枠組 （資料１１）

① パワハラ

判例では，ハラスメント行為が使用者の有する権限と関連しない単なるいじめ，

嫌がらせの場合は，被侵害利益の種類･程度と侵害行為の態様との相関関係により

社会通念上許容される限度を超えた場合，違法となる。他方，使用者の有する権限

と関連している場合でも，心理的負荷を過度に蓄積する行為は原則として違法とさ

れ，例外的にその行為が合理的な理由にもとづいた一般的に妥当な方法と程度で行

われた場合には，正当な職務行為として違法性が減却される場合がある（不法行為

の一般的判断枠組に立って違法性判断をした裁判例として，ザ・ウィンザー・ホテ

ルズインターナショナル（自然退職）事件（東京高判平成25年2月27日労判1072号5

頁）（資料１２））。

② セクハラ

業務とは何ら関係のない行為であるが，行為態様を見ると身体や身体的自由など

への侵害は，その侵害の程度･態様･損害について客観的な評価が可能だが，精神や

精神的自由（嫌がらせ，いじめ，共同絶交），性的自由（特にセクハラの場合，そ

の多くが第三者等の目撃者のいない「密室」で行われることから事実認定自体が問

題となる）などへの侵害は，個々の行為態様や程度がそれ自体違法性がそれほど強

度でなくても，継続する行為により被害者に多大なストレスを与えることになり，

当事者の関係性や日頃の言動などを総合的に判断することになる（東京高判平成20

年9月10日労判969号5頁〔風月堂事件〕）。（資料１３）

（２）事実認定におけるセクハラ特有の困難

① 「社会通念」：「人は相手から不快なことをされる場合，直ちに逃げ出したり抵

抗するものである」

セクハラの成否，事実認定をめぐる桎梏となってきた。

秋田県立農業短期大学事件（仙台高秋田支判平成10年12月10日判時1681号112

頁）。（資料１４）

一審判決は，職場や大学等で支配従属関係にある者からの攻撃に対しては，様々

な不利益を考慮して，「被害者」が抵抗できない状況に置かれていることになると

第97回女性に対する暴力に関する専門調査会
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いう事情を配慮しないものだった。この判決は，セクハラの大半が「偶然」発生す

るものではなく，「計画的」なものであるということを見逃すものである。

特に，性的関係を迫るケースの場合，「性的誘惑 → 性的関係や接触の強要」と

いうプロセスをたどる。このプロセスにおいて被害者が拒絶（＝不服従）の態度を

とることは，被害者の受ける雇用や教育研究上の不利益を考慮すると，きわめて困

難な場合が多い。

② 「被害者の落ち度」：「恋愛関係にあった」「被害者にも責任がある」

セクハラ被害の顕在化を阻む要因となっている。セクハラが，職場や大学等の上

下関係のある中で，上司や教員が自らの地位を利用･濫用して部下や学生に対して

行われる点を無視している。加害者が「性的欲求不満」の持ち主であるという「偏

見」は，セクハラを生み出す社会的要因や本質を覆い隠すだけであり，「何らかの

きっかけ」によってセクハラが発生するとの口実（「被害者の落ち度」！）に利用

される。

・ 東北大学セクシュアル・ハラスメント事件（仙台地判平成11年5月24日判時1705

号135頁） （資料１５）

（３）マタハラ （資料１６）

マタハラに関しては，今日，均等法，育介法，派遣法により，事業主は，（ⅰ）妊

娠･出産･育児休業，介護休業を理由とした不利益取り扱い（解雇，雇い止め，降格）

を禁止されるとともに，（ⅱ）妊娠等を理由とした職場の上司や同僚からのハラスメ

ント行為の防止措置を講ずることを義務づけている。

・ 広島中央保健生活協同組合事件（最一小判平成26年10月23日労判1100号5頁）

（資料１７）

６ セクシュアル･ハラスメント～ 「平等」アプローチか？，「人格権」アプローチか？

セクハラを含むハラスメントを，雇用差別の一形態(職場における機会平等の破棄）

として争いうるとする考え方（「平等」アプローチ）は，アメリカフェミニズム運動の

中で発展されてきたアイディアである。一方で，セクハラを「差別」ととらえず，従業

員の就労する権利や性的自己決定権など自由権や社会権と把握する流れ（「人格権」ア

プローチ）もある。わが国の法制もセクハラやハラスメントを「人格権」アプローチで

把握しているといえよう。均等法上はセクハラに関する事業主の措置義務は性差別に関

するものとはされず，第２章第１節「性別を理由とする差別の禁止等」とは別節で規定

されており，男性に対する行為も対象とされている。セクハラに関する裁判例において

も，人格権又は性的自己決定権の侵害として理解されている（神戸地判平成9年7月29日
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判時1637号85頁〔兵庫セクシュアル･ハラスメント（国立Ａ病院）事件〕）。

セクハラを「人格権アプローチ」にもとづいて理解することにより，今日問題とされ

ているパワハラ，マタハラ，ＬＧＢＴ「差別」などの職場や学校，家庭で生起するハラ

スメント現象を統一的に理解することが可能となる。

７ 結語
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